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回次
第52期

中間連結会計期間
第53期

中間連結会計期間
第52期

会計期間
自　2024年２月１日
至　2024年７月31日

自　2025年２月１日
至　2025年７月31日

自　2024年２月１日
至　2025年１月31日

売上高 （百万円） 7,477 7,472 14,821

経常利益 （百万円） 505 521 1,109

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 355 460 788

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 864 79 1,174

純資産額 （百万円） 9,428 9,581 9,738

総資産額 （百万円） 16,140 15,338 15,700

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 43.63 56.88 96.70

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.4 62.5 62.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,110 545 2,292

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △219 △123 △626

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,535 △426 △1,785

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 2,840 2,131 2,329

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善などから緩やかな回復基調で推移しまし

た。一方で、物価の上昇傾向は続いており、個人消費の停滞や、米国の通商政策の影響などが我が国の景気を下

押しするリスクとなっており、先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

当社グループにおきましては、プリント基板分野においては、スマートフォンやパソコン等の民生機器向けの

半導体需要の回復が遅れ、パッケージ基板の需要が停滞しております。液晶関連分野におきましても液晶パネル

の大幅な需要回復は見られないものの、中国においては電子部品実装需要の回復傾向が続いております。

このような環境のもと、当中間連結会計期間の売上高は74億72百万円（前年同期比0.1％減）となり、営業利

益は４億64百万円（前年同期比3.6％増）、経常利益は５億21百万円（前年同期比3.2％増）、親会社株主に帰属

する中間純利益は４億60百万円（前年同期比29.5％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（電子機器部品製造装置）

プリント基板分野では、半導体向けパッケージ基板の需要停滞に伴い同分野での設備投資が減少したことなど

から前年同期と比較し売上高は減少しました。

液晶関連分野におきましては、液晶パネルの大幅な需要回復は見られないなかで、顧客の生産消耗品交換需要

は増加したものの、液晶パネル製造装置の販売が減少し、売上高は前年同期と比較し減少しました。

その結果、売上高は22億32百万円（前年同期比10.9％減）、営業利益は２億82百万円（前年同期比20.5％減）

となりました。

（ディスプレイ及び電子部品）

自動車向け印刷製品及び工作機械並びに産業用機械向け操作パネルについては、顧客の生産調整が続き、売上

高は前年同期と比較し減少しました。

連結子会社におきましては、JPN,INC.は新規顧客開拓や既存顧客の新規量産品獲得などにより売上高は増加

し、前年同期と比較して増収増益となりました。上海賽路客電子有限公司においても、主要顧客からの受注が増

加基調となり前年同期と比較して増収増益となりました。

その結果、売上高は52億34百万円（前年同期比5.4％増）、営業利益は１億82百万円（前年同期比95.0％増）

となりました。
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②　財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ３億61百万円減少の153億38百万円となりまし

た。

流動資産は、100億52百万円となり前連結会計年度末と比べ80百万円減少いたしました。これは受取手形及び

売掛金が82百万円、棚卸資産が１億13百万円、その他の流動資産合計で１億円それぞれ増加したものの現金及び

預金が３億77百万円減少したことなどによるものであります。

固定資産は、52億86百万円となり前連結会計年度末と比べ２億80百万円減少いたしました。これは有形固定資

産合計で２億３百万円、投資その他の資産合計で41百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比べて２億３百万円減少の57億57百万円となりました。

流動負債は、39億89百万円となり前連結会計年度末と比べ１億64百万円増加いたしました。これは、未払法人

税等が59百万円減少したものの支払手形及び買掛金が58百万円、短期借入金が56百万円、１年内返済予定の長期

借入金が１億32百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。

固定負債は、17億68百万円となり前連結会計年度末と比べ３億68百万円減少いたしました。これは長期借入金

が３億42百万円減少したことなどによるものであります。

純資産は、95億81百万円となり前連結会計年度末と比べ１億57百万円減少いたしました。これは剰余金の配当

を１億63百万円実施し親会社株主に帰属する中間純利益を４億60百万円計上したことにより利益剰余金が２億97

百万円増加したものの、為替換算調整勘定が３億72百万円減少したこと、自己株式が73百万円増加したことなど

によるものであります。

この結果、自己資本比率は62.5％になりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ１億97百万円減少し、21億31百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は５億45百万円（前年同期比74.2％減少）となりました。主な増加要因は税金等調

整前中間純利益５億20百万円、減価償却費３億13百万円、仕入債務の増加額１億９百万円であり、主な減少要因は

売上債権の増加額１億81百万円、棚卸資産の増加額１億97百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億23百万円（前年同期比43.7％減少）となりました。主な増加要因は定期預金

の払戻による収入10億67百万円、主な減少要因は定期預金の預入による支出９億20百万円、有形固定資産の取得に

よる支出２億20百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は４億26百万円（前年同期比72.2％減少）となりました。主な増加要因は短期借入

金の純増額59百万円、主な減少要因は長期借入金の返済による支出２億10百万円、配当金の支払額１億63百万円、

自己株式の取得による支出73百万円であります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更は

ありません。

(4) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を

判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに発生した当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課

題はありません。
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(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は70百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(7) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当中間連結会計期間の主な変更は、次の

とおりであります。

前連結会計年度末において計画中であったJPN,INC.の印刷設備は、2025年７月に完了予定でありましたが、完了

予定年月を2025年７月から延期しております。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は次のとおりです。

（シンジケートローン契約）

　当社は、2025年４月18日開催の取締役会決議に基づき、既存のシンジケートローンのリファイナンスを行い、

当社グループの財政状態を安定化させ、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、以下のシンジケートロ

ーン契約を締結しております。

シンジケートローン契約（コミットメントライン契約）

(1) 極度額　　　　　　　　　2,500百万円

(2) アレンジャー　　　　　　株式会社もみじ銀行

(3) ジョイントアレンジャー　株式会社三菱ＵＦＪ銀行

(4) 借入先　　　　　　　　　株式会社もみじ銀行・株式会社三菱ＵＦＪ銀行・株式会社広島銀行

　　　　　　　　　　　　　　株式会社三井住友銀行

(5) 契約締結日　　　　　　　2025年５月27日

(6) 借入期間　　　　　　　　2025年５月30日から2026年５月29日の１年間

(7) 返済方法　　　　　　　　各基準貸付期間後の応答日に一括返済

(8) 担保の有無　　　　　　　有：所有不動産に対する既存根抵当権3,456百万円（第一順位）

(9) 財務維持要件　　　　　　①　各事業年度の末日における借入人の、連結及び単体の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人

の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上にそれ

ぞれ維持すること。

②　各事業年度にかかる連結及び単体の損益計算書上の経常損益に関して、

それぞれ２期連続して経常損失としないこと。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,644,909

計 31,644,909

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2025年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年９月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,176,452 8,176,452
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数　100株

計 8,176,452 8,176,452 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年２月１日～
2025年７月31日

－ 8,176,452 － 300 － 8

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

㈱アイエフエム 広島県福山市能島１丁目８－３ 1,966 24.50

石井敏博 広島県福山市 615 7.66

イシイヒョーキ従業員持株会 広島県福山市神辺町旭丘５ 581 7.24

楽天証券㈱ 東京都港区南青山２丁目６番21号 275 3.44

石井幸蔵 広島県福山市 167 2.08

石井博幸 広島県福山市 161 2.01

大和証券㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 152 1.90

㈱三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 144 1.79

石井朋子 広島県福山市 138 1.72

大善彰総 兵庫県西宮市 122 1.52

計 － 4,323 53.87

（５）【大株主の状況】
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2025年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 150,100 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,018,300 80,183 同上

単元未満株式 普通株式 8,052 － －

発行済株式総数 8,176,452 － －

総株主の議決権 － 80,183 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式400株が含まれております。また、「議
決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

2025年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱石井表記
広島県福山市神辺
町旭丘５番地

150,100 － 150,100 1.84

計 － 150,100 － 150,100 1.84

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年２月１日から2025年７月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当中間連結会計期間
(2025年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,086 3,709

受取手形及び売掛金 3,319 3,401

商品及び製品 363 311

仕掛品 960 1,105

原材料及び貯蔵品 1,251 1,271

その他 151 252

貸倒引当金 － △0

流動資産合計 10,132 10,052

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,005 976

機械装置及び運搬具（純額） 1,601 1,477

土地 1,970 1,970

その他（純額） 397 347

有形固定資産合計 4,975 4,771

無形固定資産

その他 96 62

無形固定資産合計 96 62

投資その他の資産

その他 563 521

貸倒引当金 △68 △68

投資その他の資産合計 494 453

固定資産合計 5,567 5,286

資産合計 15,700 15,338

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当中間連結会計期間
(2025年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,657 1,716

短期借入金 ※１,※２ 663 ※１,※２ 720

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 420 ※２ 552

未払法人税等 159 99

賞与引当金 56 32

その他 867 868

流動負債合計 3,824 3,989

固定負債

長期借入金 ※２ 629 ※２ 287

退職給付に係る負債 516 528

その他 991 953

固定負債合計 2,136 1,768

負債合計 5,961 5,757

純資産の部

株主資本

資本金 300 300

資本剰余金 1,107 1,107

利益剰余金 7,333 7,630

自己株式 △20 △93

株主資本合計 8,720 8,944

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 22 22

為替換算調整勘定 977 605

退職給付に係る調整累計額 17 8

その他の包括利益累計額合計 1,018 636

純資産合計 9,738 9,581

負債純資産合計 15,700 15,338
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

売上高 7,477 7,472

売上原価 5,785 5,785

売上総利益 1,692 1,686

販売費及び一般管理費 ※ 1,243 ※ 1,222

営業利益 448 464

営業外収益

受取利息 9 30

受取配当金 3 4

受取賃貸料 19 25

為替差益 － 13

助成金収入 29 36

増値税還付金 31 10

その他 14 11

営業外収益合計 106 133

営業外費用

支払利息 23 26

為替差損 5 －

シンジケートローン手数料 － 22

減価償却費 10 11

その他 10 16

営業外費用合計 49 76

経常利益 505 521

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産売却損 2 －

固定資産除却損 0 1

特別損失合計 2 1

税金等調整前中間純利益 503 520

法人税等 147 59

中間純利益 355 460

親会社株主に帰属する中間純利益 355 460

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

中間純利益 355 460

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6 △0

為替換算調整勘定 508 △372

退職給付に係る調整額 △7 △8

その他の包括利益合計 508 △381

中間包括利益 864 79

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 864 79

非支配株主に係る中間包括利益 － －

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 503 520

減価償却費 321 313

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △20

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 △7

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △0

受取利息及び受取配当金 △12 △35

助成金収入 △29 △36

支払利息 23 26

有形固定資産売却損益（△は益） 2 △0

有形固定資産除却損 0 1

売上債権の増減額（△は増加） 1,443 △181

棚卸資産の増減額（△は増加） 169 △197

仕入債務の増減額（△は減少） △142 109

未払金の増減額（△は減少） 18 △25

前受金の増減額（△は減少） 272 54

その他 △220 139

小計 2,301 660

利息及び配当金の受取額 12 8

利息の支払額 △24 △26

法人税等の支払額 △208 △134

助成金の受取額 29 36

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,110 545

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △267 △220

有形固定資産の売却による収入 2 0

無形固定資産の取得による支出 △2 △14

投資有価証券の取得による支出 △1 △11

定期預金の預入による支出 △561 △920

定期預金の払戻による収入 609 1,067

その他 1 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △219 △123

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,163 59

長期借入金の返済による支出 △210 △210

リース債務の返済による支出 △39 △39

配当金の支払額 △122 △163

自己株式の取得による支出 △0 △73

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,535 △426

現金及び現金同等物に係る換算差額 257 △192

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 613 △197

現金及び現金同等物の期首残高 2,226 2,329

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,840 ※ 2,131

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計

方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。
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前連結会計年度
（2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（2025年７月31日）

コミットメントライン総額 2,500百万円 2,500百万円

借入金実行残高 500 700

差引額 2,000 1,800

（中間連結貸借対照表関係）

※１　コミットメントライン契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行とコミットメントライン契約を締

結しております。当中間連結会計期間末におけるコミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等は、

次のとおりであります。

※２　財務維持要件

　上記のコミットメントライン契約及び当社のタームローン契約（前連結会計年度末残高　長期借入金629

百万円、１年内返済予定の長期借入金420百万円、当中間連結会計期間末残高　長期借入金287百万円、１年

内返済予定の長期借入金552百万円）については、財務制限条項が付されており、以下のいずれかの条項に

抵触した場合、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

(1) 各事業年度の末日における借入人の、連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決

算期の直前の決算期の末日における借入人の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％

以上にそれぞれ維持すること。

(2) 各事業年度にかかる連結及び単体の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ２期連続して経常損失

としないこと。

前中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

　　至　2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年２月１日

　　至　2025年７月31日）

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円

給与賞与 414 406

賞与引当金繰入額 12 9

退職給付費用 6 5

減価償却費 74 75

販売手数料 34 21

試験研究費 74 70

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

至　2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年２月１日

至　2025年７月31日）

現金及び預金勘定 4,387百万円 3,709百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,547 △1,577

現金及び現金同等物 2,840 2,131

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年４月23日

定時株主総会
普通株式 122 利益剰余金 15.00 2024年１月31日 2024年４月24日

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年４月25日

定時株主総会
普通株式 163 利益剰余金 20.00 2025年１月31日 2025年４月28日

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

　該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年２月１日　至　2025年７月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

　該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

中間連結
損益計算書

計上額
（注）２

電子機器部
品製造装置

ディスプレ
イ及び電子
部品

計

売上高

外部顧客への売上高 2,506 4,966 7,473 4 7,477 － 7,477

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,506 4,966 7,473 4 7,477 － 7,477

セグメント利益 355 93 448 0 448 － 448

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

中間連結
損益計算書

計上額
（注）２

電子機器部
品製造装置

ディスプレ
イ及び電子
部品

計

売上高

外部顧客への売上高 2,232 5,234 7,467 4 7,472 － 7,472

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,232 5,234 7,467 4 7,472 － 7,472

セグメント利益 282 182 464 0 464 － 464

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得す

るに過ぎない構成単位であります。

２．セグメント利益の合計は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年２月１日　至　2025年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得す

るに過ぎない構成単位であります。

２．セグメント利益の合計は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がない

か、中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額

に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（有価証券関係）

　企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
電子機器部
品製造装置

ディスプレイ
及び電子部品

計

プリント基板関連事業 1,495 － 1,495 － 1,495

液晶関連事業 847 － 847 － 847

印刷・表面加工事業 － 1,145 1,145 － 1,145

操作パネル関連事業 － 641 641 － 641

電子部品実装事業 － 3,123 3,123 － 3,123

その他 163 56 219 4 224

外部顧客への売上高（注）２ 2,506 4,966 7,473 4 7,477

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

　　　財又はサービスの種類別の内訳

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎな

い構成単位であります。

２．外部顧客への売上高は、顧客との契約から生じる収益を源泉としております。

- 18 -
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
電子機器部
品製造装置

ディスプレイ
及び電子部品

計

プリント基板関連事業 1,419 － 1,419 － 1,419

液晶関連事業 616 － 616 － 616

印刷・表面加工事業 － 1,222 1,222 － 1,222

操作パネル関連事業 － 576 576 － 576

電子部品実装事業 － 3,397 3,397 － 3,397

その他 196 37 233 4 238

外部顧客への売上高（注）２ 2,232 5,234 7,467 4 7,472

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年２月１日　至　2025年７月31日）

　　　財又はサービスの種類別の内訳

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎな

い構成単位であります。

２．外部顧客への売上高は、顧客との契約から生じる収益を源泉としております。

前中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

至　2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年２月１日

至　2025年７月31日）

１株当たり中間純利益 43円63銭 56円88銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 355 460

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
355 460

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,152 8,099

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年9月9日

株式会社石井表記

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

広島事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平岡　康治

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉田　秀敏

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社石井表記の

2025年2月1日から2026年1月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年2月1日から2025年7月31日まで）に係る

中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社石井表記及び連結子会社の2025年7月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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